
資料１ 

富里市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について（概要） 

 

１ 改正理由 

地方税法施行令の一部を改正する政令（令和５年政令第１３２号）及び全

世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部

を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の整備に関する政令（令和５年

政令第２４３号）による地方税法施行令の一部改正に伴い、国民健康保険税

について所要の改正を行うものです。 

 

２ 改正内容 

 （１） 課税限度額の引き上げ 

後期高齢者支援金等課税額に係る課税限度額を「２０万円」から「２２

万円」に改めます。（令和５年政令第１３２号） 

   

 
課税限度額 

改正後 改正前 

基 礎 課 税 額 ６５万円 ６５万円 

後期高齢者支援金等課税額 ２２万円 ２０万円 

介 護 納 付 金 課 税 額 １７万円 １７万円 

合     計 １０４万円 １０２万円 

※ 基礎課税額及び介護納付金課税額は、改正を行いません。 

 

ア 課税限度額対象世帯数 

   国保世帯数８，２２５世帯（令和５年６月３０日現在） 

 改正後 改正前 増減 

基 礎 課 税 額 分 １１４世帯 １１４世帯 ０世帯 

後期高齢者支援金等課税額分   ６４世帯   ８３世帯 ▲１９世帯 

介 護 納 付 金 課 税 額 分 ２８世帯 ２８世帯 ０世帯 

 

イ 改正による国民健康保険税（調定額）の増加見込額 

 増加見込額 

基 礎 課 税 額 分         ０円 

後期高齢者支援金等課税額分  １，４８１，２００円 

介 護 納 付 金 課 税 額 分         ０円 

合    計 １，４８１，２００円 



 （２） 出産被保険者に係る国民健康保険税の免除措置について 

出産被保険者の出産予定月の前月から出産予定月の翌々月までの期間

に係る所得割額及び均等割額を減額するものです。（令和５年政令第２４

３号） 

  ア 令和５年度減額対象見込数 １５人 

    ※令和４年度実績の出産人数３５人から推計 

  イ 一人当たり影響額 

出産月 対象月数 影響額（最小） 影響額（最大） 

１１月 １か月 ７００円 ８２，５００円 

１２月 ２か月 １，４００円 １６５，０００円 

１月 ３か月 ２，１００円 ２４７，５００円 

２月 ３か月 ２，１００円 ２４７，５００円 

３月 ２か月 １，４００円 １６５，０００円 

 

３ 施行期日 

 （１） 課税限度額の引き上げ 

   令和６年４月１日 

（２） 出産被保険者に係る国民健康保険税の免除措置 

  令和６年１月１日 


